
事業概要

①目的・効果

②交付金充当経費の内容

③事業の対象（支援対象者、対象施設等）

総事業費 交付金充当額 事業開始年月日 事業完了年月日

1 村づくり推進課
地域支えあい生活支援商品券（第

３弾追加）

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰の影響を受けている地元企業の応援並

びに村民の生活支援を目的に、村内の事業所・商店で使える商品券を発行する

②商品券発行に要する経費

③全村民・事業者

④-Ⅳ．コロ

ナ禍におい

て物価高騰

等に直面す

る生活困窮

者等への支

26,719,438 23,387,000 R4.7.25 R5.1.31

商品券使用率 99.7%

▸村民の購買意欲を高め需要を喚起し、新型コロナウイルス感染症

の影響により落ち込んだ地域経済に一定の経済効果が図られた。

2 住民課
ごみ袋資材費高騰による生活支援

事業

①資材費高騰に伴うごみ袋代値上げ分を、新型コロナウイルス感染症及び物価高

騰の影響を受けている生活者（村民）に転嫁しないことを目的に、販売元の商工

会に対して仕入れ費増加分を支援し、コロナ禍の物価高騰の影響を軽減する

②ごみ袋仕入れ費増加分[商工会へ補助]

③麻績村商工会

④-Ⅱ．エネ

ルギー・原

材料・食料

等安定供給

対策

210,000 170,000 R4.7.25 R5.3.30

年間を通した価格の据え置き

▸コロナ禍で経済活動が低下し、各種物品等の物価高騰に伴う家庭

内の経常的経費が重くのしかかる中、商工会へ仕入れ費増加分を補

助したことで、村民の経済的負担が軽減された。

3 教育委員会
物価高騰による給食材料費補填事

業

①保育園と小中学校の給食費について、物価高騰による給食材料費の歳出増加は

避けられない。新型コロナウイルス感染症及び物価高騰の影響を受けている生活

者（保護者）に、給食費の値上げを転嫁しないことを目的に、物価高騰分の食材

費等（教職員は除く）を村が負担し、コロナ禍の物価高騰の影響を軽減する

②給食費収支の赤字分[一般会計小学校費等へ補填]

③生活者（園児・児童・生徒の保護者）

④-Ⅱ．エネ

ルギー・原

材料・食料

等安定供給

対策

134,387 134,387 R4.7.25 R5.3.28

給食費の負担軽減（保育園児 63名、小学校児童 82名、中学校生徒

63名）

▸コロナ禍での物価高騰により圧迫されていた家計に対し給食費の

負担軽減を行うことで、子育て家庭への経済的負担軽減が図られ

た。

4 教育委員会 子育て家庭給食費軽減支援事業

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰の影響を受けている子育て家庭（保護

者）の支援を目的に、食材費等（教職員は除く）の一部を村が負担することによ

り、保育園は全額、小中学校は6割の給食費について家庭の負担軽減（減免）を

図り、コロナ禍の物価高騰の影響を軽減する

②給食費負担軽減（減免）分[一般会計小学校費等へ補填]

③子育て家庭（園児・児童・生徒の保護者）

④-Ⅳ．コロ

ナ禍におい

て物価高騰

等に直面す

る生活困窮

者等への支

16,635,849 7,450,000 R4.4.1 R5.3.28

給食費の負担軽減（保育園児 63名、小学校児童 82名、中学校生徒

63名）

▸コロナ禍での物価高騰により圧迫されていた家計に対し給食費の

負担軽減を行うことで、子育て家庭への経済的負担軽減が図られ

た。

5 教育委員会 高校通学費用補助事業

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰の影響を受けている子育て家庭の支援

を行うため、高校通学費用（年間定期代）の半額相当を補助する

②高校通学費用（年間定期代）の半額相当分[保護者へ補助]

③高校通学生徒の保護者

④-Ⅳ．コロ

ナ禍におい

て物価高騰

等に直面す

る生活困窮

者等への支

1,773,000 1,773,000 R4.7.25 R5.3.20

給付件数 41件

▸高校通学費用の補助を行うことで、対象生徒が経済的理由で学習

環境に支障をきたすことがなく、安心して学校生活が送れたともに

子育て家庭の経済的負担の軽減が図られた。

6 村づくり推進課
原油価格高騰対策生活支援燃料購

入商品券事業（第２弾）

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、世界経済の先行き不安等で、原

油価格の高止まり状態が続いていることから、コロナ禍において物価高騰等の影

響を受けている村民を支援するため、燃料購入商品券を発行する

②商品券発行に要する経費

③全村民

④-Ⅰ．原油

価格高騰対

策

18,780,955 17,137,000 R4.10.20 R5.3.20

商品券使用率 98.7%

▸コロナ禍での物価・燃料費高騰により圧迫されていた家計に対し

商品券を配布することで、経済的負担の軽減が図られた。

7 振興課 農業機械等導入事業補助

①コロナ禍における物価高騰（農業機械・化学肥料等）に直面する農業者に対

し、農業機械購入費の一部（1割、上限100千円）を村が補助することにより、農

業者の負担軽減を図り、コロナ禍の物価高騰の影響を軽減し、農業者の離農を防

ぐ

②農業機械購入費（申請額）の1割相当分[農業者へ補助]

③農業者

④-Ⅳ．コロ

ナ禍におい

て物価高騰

等に直面す

る生活困窮

者等への支

2,370,000 2,300,000 R4.4.1 R5.3.30

給付件数 64件

▸コロナ禍における物価高騰で事業継続に支障が生じている農業者

に対し、離農を防ぎ生産環境の維持と経営の安定、経済的支援が図

られた。

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に係る効果検証等について
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8 住民課 マイナンバーカード普及促進事業

①人との接触をなるべく少なくして、住民サービスを提供することは、コロナ禍

において行政の喫緊の課題である。政府が普及を進めているマイナンバーカード

に着目し、役場へ来庁せずに住民票の写し等を取得できることは、住民の利便性

の向上と合わせ感染症拡大防止対策となる。これを促進するため、マイナンバー

カードを交付した村民に対し、村内でも使用できる商品券を交付し、マイナン

バーカードの普及と村内の消費活性化を図る

②商品券配布に要する経費

③マイナンバーカード取得者

③-Ⅰ-５．生

活・暮らし

への支援

1,945,613 1,945,613 R5.1.25 R5.3.6

マイナンバーカード交付率 67.4%

▸村内商業施設でも使用できる商品券を交付することで、村民の購

買意欲を高め需要を喚起したとともに、マイナンバーカードの交付

率は全国平均を上回るものとなり普及に寄与した。


